
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有形固定資産
（特定償却資産）

建 物 39¶221¶465¶714 1¶443¶174¶816 223¶325¶495 40¶441¶315¶035 14¶765¶847¶804 1¶981¶374¶034 62¶318¶266 0 4¶460¶107 25¶613¶148¶965

構 築 物 2¶190¶962¶581 71¶936¶299 8¶351¶257 2¶254¶547¶623 1¶299¶262¶992 144¶477¶622 178¶751 0 0 955¶105¶880

工具器具備品 2¶985¶835¶821 121¶657¶402 19¶753¶321 3¶087¶739¶902 2¶337¶290¶994 345¶756¶001 0 0 0 750¶448¶908

図 書 11¶767¶460 0 0 11¶767¶460 0 0 0 0 0 11¶767¶460

船 舶 48¶132¶985 0 0 48¶132¶985 41¶200¶079 6¶877¶323 0 0 0 6¶932¶906

計 44¶458¶164¶561 1¶636¶768¶517 251¶430¶073 45¶843¶503¶005 18¶443¶601¶869 2¶478¶484¶980 62¶497¶017 0 4¶460¶107 27¶337¶404¶119

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：円）

貸借対照表計上額（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\投資有価証券及び有価証券

満期保有目的債券 1¶012¶863¶820 1¶111¶600¶000 98¶736¶180

]現金及び預金 10¶039¶612¶863 10¶039¶612¶863 0

^未収附属病院収入（＊２） 4¶673¶913¶674

徴収不能引当金（＊３） �91¶020¶818

4¶582¶892¶856 4¶582¶892¶856 0

_国立大学財務・経営センター
債務負担金

(10¶455¶615¶877) (10¶942¶042¶417) (486¶426¶540)

`長期借入金 (17¶118¶110¶000) (17¶584¶186¶653) (466¶076¶653)

aリース・割賦債務（＊４） (3¶990¶743¶076) (4¶122¶938¶621) (132¶195¶545)

b未払金 (5¶965¶838¶839) (5¶965¶838¶839) (0)

(＊１) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
(＊２) 未収附属病院収入は、貸借対照表の長期延滞債権及び未収附属病院収入の合計額です。
(＊３) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しています。
(＊４) リース・割賦債務は、貸借対照表の長期未払金及び未払金のうちリース・割賦債務に係る

ものの合計額です。
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資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基
づき、国債等を保有しており株式等は保有していません。また、未収附属病院収入は、債権管理
要項に沿ってリスク管理を行っています。
国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、
文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しています。

~ 金融商品の時価の算定方法
\投資有価証券及び有価証券
これらの時価については、取引所の価格によっています。

]現金及び預金及び^未収附属病院収入
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。なお、未収附属病院収入のうち長期延滞債権については、回収見込額等により
時価を算定しています。

_国立大学財務・経営センター債務負担金、`長期借入金及びaリース・割賦債務
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入、リース取引又は割賦購入取
引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定しています。

b未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい
ます。

Ú．賃貸等不動産関係
当法人は、岡山県及び香川県において、賃貸等不動産を保有していますが、賃貸等不動産の総額
に重要性が乏しいため、注記を省略しています。

Û．資産除去債務関係
\ 資産除去債務の内容
石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務、ＰＣＢ特別措置法に基づく
建物及び構築物のＰＣＢ除去義務、フロン回収・破壊法に基づく建物及び構築物のフロン除去
義務です。

] 支出発生までの見込み期間、適用した割引率等の前提条件
使用見込期間を１年～21年と見積もり、割引率は0•8％～2•1％を使用して、資産除去債務の

金額を計算しています。
^ 資産除去債務の総額の期中における増減内容
期首残高 108¶426¶934円
有形固定資産の取得に伴う増加額 7¶234¶000円
有形固定資産の除却に伴う減少額 1¶749¶442円
時の経過による調整額 1¶020¶284円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

期末残高 114¶931¶776円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

Ü．土地の譲渡に伴う資本金の減少関係
該当事項はありません。

Ý．重要な後発事象
該当事項はありません。
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